
（平成 20年 12月追加）
問４１．株式会社が組合員の場合、職務執行者の選任には取締役会決議が

必要ですか。

（答） 
１．有限責任事業組合（以下「LLP」という。）の法人組合員の職務執行者
は、事業に関し包括的な権限を有し、かつ、その行為による責任は出資額

の限度なく直接法人に帰属するため会社に対して大きな影響が発生しう

ることから、原則、会社法第 362条第 4 項第 3 号の「重要な使用人」に
当たると考えられます。

２．しかしながら、運用実態をみると、職務執行者以外の決裁が必要とする

職務執行者の業務執行に関する規程を設けることや、ＬＬＰの事業目的を

限定することなどにより、会社に帰属しうる責任は実態上限定がなされて

いる事例が多く存在しています。このような、会社に帰属する責任が実態

上制限がなされている場合については、必ずしも一律に職務執行者の会社

に与える影響が大きいといえず、このような場合には「重要な使用人」に

当たらないと考えられます。

３．すなわち、職務執行者は、原則、重要な使用人に当たりますが、内部的

な決裁規程を設けている場合などにおいては、重要な使用人に当たらない

ことと解釈することが適当であると考えられます。

４．なお、当然のことながら、職務執行者の法的性質に変更があるものでは

なく、職務執行者の行為が直接会社に帰属するため、選任・監督等におい

て取締役に過失があれば当然取締役に任務懈怠責任が発生することとな

ります。十分この趣旨を踏まえて、職務執行者の選任、業務執行の権限に

関する規定等の検討を行う必要があります。


